
平成２４年１２月定例会 請願審議結果一覧 

請願番号 受理日 件         名 審議結果 議決日 

35 
平成 24 年 

５月 29日 

生活保護申請にかかわる「貧困ビジネス」への対処

を求める請願
継続審査 

51 
平成 24 年 

９月４日 
水道料金の減額制度について 不採択 

平成 24年 

12 月 21 日 

54 
平成 24 年 

10 月 10 日 

タイムカードを導入し、市職員の残業時間を正確に
把握して下さい 

不採択 
平成 24年 

11 月 29 日 

55 
平成 24 年 

10 月 16 日 

さいたま市はウナギ資源保護のために、ウナギの消
費を促進するための支出等はやめてください 

不採択 
平成 24年 

11 月 29 日 

56 
平成 24 年 

11 月 20 日 

日中間の尖閣諸島をめぐる問題の平和的な解決を求

める請願
不採択 

平成 24年 

12 月 21 日 

57 
平成 24 年 

11 月 20 日 

市民・中小業者に対する納付相談の対応改善を求め

る請願書
不採択 

平成 24年 

12 月 21 日 

58 
平成 24 年 

11 月 20 日 
過大規模校を早急に解消してください 不採択 

平成 24年 

12 月 21 日 

59 
平成 24 年 

11 月 20 日 

さいたま市は国民健康保険税を大幅に引き下げてく

ださい
不採択 

平成 24年 

12 月 21 日 

60 
平成 24 年 

11 月 20 日 
介護保険第５期の介護保険料の減額を求める請願 不採択 

平成 24年 

12 月 21 日 

61 
平成 24 年 

11 月 20 日 

ゆきとどいた教育をすすめるための 30 人学級実現

を求める請願
不採択 

平成 24年 

12 月 21 日 

62 
平成 24 年 

11 月 20 日 

生活保護制度を維持することなど、国に意見書提出

を求める請願書
不採択 

平成 24年 

12 月 21 日 



63 
平成 24 年 

11 月 20 日 
再生可能エネルギーの活用促進を求める請願 不採択 

平成 24年 

12 月 21 日 

64 
平成 24 年 

11 月 20 日 

さいたま市長は、現状改革策のひとつとして、「さ

いたま市職員服務規程」により課長職以上の職員に

義務付けられている「事務引継書」の作成につき、

直ちに同規程を見直し、事務引継書の名宛をさいた

ま市長と明記する様式を定めた上で、新たに、上司

への事務引継ぎ報告義務を明文化するなどの拡充改

正により、当面の行政課題・懸案事項等について上

位の管理監督者による下位の管理職マネジメントを

可能にし、さらには職員全体の事務引継ぎの適正化

の徹底をはかり、もって管理された組織マネジメン

ト体制を早急に確立すべきよう求める件 

不採択 
平成 24年 

12 月 21 日 

65 
平成 24 年 

11 月 20 日 

平成 23 年さいたま市議会９月定例会議案第 110 号

「平成 22 年度さいたま市一般会計及び特別会計歳

入歳出決算の認定について」に対する附帯決議を受

けた財政局長名通知に係わる不適切な文書管理の件

不採択 
平成 24年 

12 月 21 日 

66 
平成 24 年 

11 月 20 日 

大宮医師会市民病院の跡地には、犬や猫のための病

院ではなく、人間のための病院を建ててください
不採択 

平成 24年 

12 月 21 日 

67 
平成 24 年 

12 月 17 日 
市役所の耐震化および新棟の建設を中止して下さい 継続審査 

68 
平成 24 年 

12 月 17 日 

武蔵浦和駅第３街区市街地再開発事業用地の土壌汚

染について
継続審査 

69 
平成 24 年 

12 月 17 日 

生活保護法による生活扶助の給付を受けている方に

係わる水道料金の減額制度に関する収入の申告義務

についての問題点

継続審査 

70 
平成 24 年 

12 月 17 日 
浦和斎場の傘立ての鍵について 継続審査 

71 
平成 24 年 

12 月 17 日 

東京電力株式会社福島第一原子力発電所の事故によ

る原子力損害の件
継続審査 



72 
平成 24 年 

12 月 17 日 

『市報さいたま』2012 年 12 月号の７ページに、「（さ

いたま市が）情報公開度ナンバーワン 全国市民オ

ンブズマン連絡会議の「自治体情報公開度調査採点

結果」で、政令指定都市第１位に！ 2009 年度の最

下位から一気に躍進！」という記事が掲載されてい

ますが、そもそも同調査は従来の都道府県・政令市

ランキング調査と異なり、新たに全国のすべての市

を対象にした“合格ライン達成度調査”であり、20

政令市中、満点（つまり第１位）で合格した市はさ

いたま市を含め 14 市（70％）にものぼり、したがっ

て、さいたま市が政令市の中で「一気に躍進」して

「情報公開度ナンバーワン」になったという記述は、

市民に対して大きな誤解を与えてしまうので、さい

たま市長は今後、同調査の結果を市民及び議会に公

表するさいには、関係情報を正確に伝え、説明責任

を充分に果たすよう求める件 

継続審査 


